
平成23年度事務事業評価表（平成22年度振り返り）

政策名

所管課係名

事業費
（実績額）

人件費
（理論値）

トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

4 492 36 必要性 4 有効性 3 達成度 2 効率性 2 必要性 有効性 達成度 効率性

（ 種 ） （ 本 ） （ 本 ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ ■ □ 4 495 12

上乗 □ （ 種 ） （ 本 ） （ 本 ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 ■ 補助・助成金 4 507 10

□ （ 種 ） （ 本 ） （ 本 ）

□ □ ■ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

54 8 8 必要性 4 有効性 4 達成度 2 効率性 2 必要性 4 有効性 4 達成度 2 効率性 2

（ 人 ） （ 回 ） （ 回 ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 54 5 0

上乗 □ （ 人 ） （ 回 ） （ 回 ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 54 6 6

□ （ 人 ） （ 回 ） （ 回 ）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

6 6 3,282.19 必要性 4 有効性 4 達成度 2 効率性 2 必要性 4 有効性 4 達成度 2 効率性 2

（ 箇 所 ） （ 箇 所 ） （ ㎡ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 6 6 3,282.19

上乗 □ （ 箇 所 ） （ 箇 所 ） （ ㎡ ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 6 6 3,282.19

□ （ 箇 所 ） （ 箇 所 ） （ ㎡ ）

□ ■ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

8 8 132.616 必要性 4 有効性 4 達成度 2 効率性 2 必要性 有効性 達成度 効率性

（ 個 所 ） （ 個 所 ） （ ㎡ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 ■ □ □ 8 8 132.616

上乗 □ （ 個 所 ） （ 個 所 ） （ ㎡ ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 8 8 132.616

□ （ 個 所 ） （ 個 所 ） （ ㎡ ）

全庁評価会議
（24年度に向けた

方向性等）

説明欄：
行財政改革アクション
プラン（補助金等の適
正化）→手段見直し検
討

説明欄：

説明欄：

説明欄：

水と緑を守り育てていくまち 施策番号・名 04 緑を基本とした景観の保全 基本事業番号・名 04-01

市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

（国）都市緑地法
（国）環境基本法
（市）環境基本条例
（市）環境基本計画
（市）緑の基本計画

市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

（国）都市緑地法
（国）環境基本法
（市）環境基本条例

事務事業名

指標 指標 指標

事務事業
番号

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）
事務事業の概要

(根拠法令等、財源、上乗、形態)

04-01-01

環境政策課
みどりと公園担当

対象
高さ10m以上、幹回り157cm以上の樹
木

補助金を交付
する対象の種
類

補助金を交付し
ている保存樹木
の本数

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

保存樹木等保護支援
事業

手段
・

内容

1～3月にかけ保存樹木等の補助金申
請を受け、補助金を交付

3,182 403

3,706 396

（国）都市緑地法
（国）環境基本法
（市）環境基本条例
（市）みどりに関する条例
（市）緑の基本計画

全額補助 一部補助有

意図
（所有者）適正に管理する
(基準以上の樹木等）保全しやすくす
る 3,102 395 3,497

失われた保存
樹木の本数

4,102

04-01-02

環境政策課
みどりと公園担当

対象 東京都及び都内区市町村

参加団体数 会議開催回数全額補助 一部補助有 市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）
緑確保の総合的な方
針推進に関する会議
参画事業

手段
・

内容

都区市町村合同検討・推進委員会
市町村検討会

4 88

7 86

事業
形態

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

意図
地域制緑地型及び土地利用連動型の
緑の確保の総合的な方針を策定す
る。 4 86 90

参加回数

93

92

04-01-03

環境政策課
みどりと公園担当

対象
市民（市の公有地）
水環境と緑地

整備個所 管理箇所

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

樹林地管理事業

手段
・

内容
樹林地の維持管理

155 302

263 296

（国）都市緑地法
（国）環境基本法
（市）環境基本条例
（市）環境基本計画
（市）緑の基本計画

全額補助 一部補助有

意図
市民の生活環境の中にある水と緑を
増やし減らさないようにする。

231 296 527

保全されてい
る緑地面積

559

457

04-01-04

環境政策課
みどりと公園担当

対象
市民、東京都
自然環境の保全

計画整備個所
整備個所全額補助 一部補助有 市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）
緑地保全地域植生管
理事業

手段
・

内容

植生管理委託
樹林地管理
支障枝処理
ごみ処理
沈砂池管理 7,593 1,554

7,439 1,526

事業
形態

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

意図
市民の生活環境の中にある水と緑を
増やし減らさないようにする。

7,127 1,522 8,649

保全されてい
る緑地面積

8,965

9,147

2,995
説明欄：
毎年、指定している保存樹木が減っている
中で、指定していない樹木の指定など指定
保存樹木を増やす方策を考えていく必要が
ある。

所管課長 環境政策課　 浦山　和人

説明欄：

1,376

1,125

事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

緑の保全

事務事業全体

3,585

24年度以降に向けた方向性： 現状維持
説明欄：

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

説明欄：平成２２年度より方針策定から推
進を目的とするよう会議目的が移行した。
都全体における計画であるため、当市にお
ける利益は比較的薄いと考えるが、都全体
のことを考えると緑確保の推進のために参
画する必要がある。

4

4

所管課長

24年度以降に向けた方向性： 現状維持
説明欄：
（特定財源…市町村総合
交付金 )
(H22は 711千円、 H21は
1,806千円、H20は1,977
千円）

24年度以降に向けた方向性：

24年度以降に向けた方向性：

263
説明欄： 樹木が大きくなり苦情が多く
なっている中で、適正管理を実施する必要
がある。なお、今後の方針としては、現状
の外部委託等を踏まえ、更なる管理方法の
効率化を検討する余地がある。
ボランティアや市民とのさらなる協働も必
要である。

所管課長 環境政策課　 浦山　和人

7
説明欄：平成２２年度より方針策定から推
進を目的とするよう会議目的が移行した。
都全体における計画であるため、当市にお
ける利益は比較的薄いと考えるが、都全体
のことを考えると緑確保の推進のために参
画する必要がある。

環境政策課　 浦山　和人

24年度以降に向けた方向性： 現状維持
説明欄：

24年度以降に向けた方向性：

24年度以降に向けた方向性： 現状維持
説明欄：

現状維持

説明欄：

説明欄： 樹木が大きくなり苦情が多く
なっている中で、適正管理を実施する必要
がある。なお、今後の方針としては、現状
の外部委託等を踏まえ、更なる管理方法の
効率化を検討する余地がある。
ボランティアや市民とのさらなる協働も必
要である。

155

231

所管課長
説明欄：東京都からの委託事業であり、縮
小、休止、廃止はできない。実際には、市
民からの苦情対応のため職員人件費が相当
額かかっている。なお、今後の方針として
は、現状の外部委託等を踏まえ、更なる管
理方法の効率化を検討する余地がある。
ボランティアや市民とのさらなる協働も必
要である。

一般財源分

事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源

環境政策課　 浦山　和人

東久留米市



平成23年度事務事業評価表（平成22年度振り返り）

政策名

所管課係名

事業費
（実績額）

人件費
（理論値）

トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

全庁評価会議
（24年度に向けた

方向性等）

水と緑を守り育てていくまち 施策番号・名 04 緑を基本とした景観の保全 基本事業番号・名 04-01

事務事業名

指標 指標 指標

事務事業
番号

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）
事務事業の概要

(根拠法令等、財源、上乗、形態) 事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

緑の保全

事務事業全体 一般財源分

事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

7 7 28,658.00 必要性 4 有効性 4 達成度 2 効率性 2 必要性 4 有効性 4 達成度 2 効率性 2

（ 個 所 ） （ 個 所 ） （ ㎡ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 7 7 28,658.00

上乗 □ （ 個 所 ） （ 個 所 ） （ ㎡ ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 7 7 28,658.00

□ （ 個 所 ） （ 個 所 ） （ ㎡ ）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

1,800 4 1 必要性 4 有効性 4 達成度 2 効率性 2 必要性 4 有効性 4 達成度 2 効率性 2

（ ｍ ） （ 回 ） （ 件 ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 1,800 4 1

上乗 □ （ ｍ ） （ 回 ） （ 件 ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 1,800 3 1

□ （ ｍ ） （ 回 ） （ 件 ）

説明欄：

説明欄：

市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

（市）緑の基本計画

04-01-05

環境政策課
みどりと公園担当

対象 市民（市が民有地を借り上げ）

整備個所 借り上げ個所

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

森の広場管理事業

手段
・

内容

土地の借り上げ
樹林地の維持管理

21,455 383

21,637 376

（国）都市緑地法
（国）環境基本法
（市）環境基本条例
（市）環境基本計画
（市）緑の基本計画

全額補助 一部補助有

意図
市民の生活環境の中にある水と緑を
増やし減らさないようにする。

21,599 375 21,974

保全されてい
る緑地面積

22,013

野火止用水区
域（距離）

要請行動回数､
研修協議回数

全額補助 一部補助有 市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

04-01-06

環境政策課
みどりと公園担当

対象
保全対策協議会構成市（立川､東大
和､小平､東村山、清瀬、東久留米）

保全要望件数

217

野火止用水保全対策
協議会参画事業

手段
・

内容

関係機関への要請及び調整
本事業を深く認識するための研修
維持管理の問題協議

10 211

10 207

事業
形態

221

21,838

意図
用水区域内を人と自然が触れ合う憩
いの場としての利用を図る。

10 207 217

所管課長

現状維持

24年度以降に向けた方向性： 現状維持
説明欄：

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

21,637
説明欄：廃棄物の不法投棄等により適正管
理を阻害しているが、民の中にも緑などの
自然を大切にしたいとの意識が芽生えてき
ており、ボランティアの協力により、適正
管理を実施していく。なお、今後の方針と
しては、現状の外部委託等を踏まえ、更な
る管理方法の効率化を検討する余地があ
る。

環境政策課　 浦山　和人

24年度以降に向けた方向性： 現状維持
説明欄：

24年度以降に向けた方向性：

説明欄：協議会に参画している6市の受け
止め方に違いはあるものの、東京都の歴史
環境保全地域に指定されている各市の認識
を一本化し、要請行動をしていく必要があ
る。

所管課長 環境政策課　 浦山　和人

説明欄：協議会に参画している6市の受け
止め方に違いはあるものの、東京都の歴史
環境保全地域に指定されている各市の認識
を一本化し、要請行動をしていく必要があ
る。10

10

21,599

10

説明欄：廃棄物の不法投棄等により適正管
理を阻害しているが、民の中にも緑などの
自然を大切にしたいとの意識が芽生えてき
ており、ボランティアの協力により、適正
管理を実施していく。なお、今後の方針と
しては、現状の外部委託等を踏まえ、更な
る管理方法の効率化を検討する余地があ
る。

21,455

東久留米市


